
未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会での議論の整理①（全体）

総論から各論への落とし込みと、各論の積み上げによる総論の確立を並行して実施（国の動きも注視）
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これまでの議論や視点を参考に、その他の行政分野や領域も含め、対応策を検討していくことが必要
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未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会での議論の整理②（ソフト面・ハード面）



データの収集、分析による
情報の共有と見える化

➢優先順位づけ、ルール化

デジタル等の技術で効率化

➢ 創出された時間や
余力でサービス向上

競争から、共存・共創による
リソースの確保・活用

これまでの議論から見えてきた方向性（イメージ①）
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オール富山の視点による
統合・集約、機能強化

（省インフラ、共用・共有の視点、
官官役割分担・官民連携の視点）

（未来志向の新たな投資）

ソフト・ハード両面で

サービスの受け手、
将来の利用者の視点で

事務を減らす、まとめる、
担い手を広げる、生産性を高める

A,C機能
の一部

これまでの議論から見えてきた方向性（イメージ②）
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C機能
の一部



Ｒ９年度～Ｒ８年度Ｒ７年度分野

全体のあり方を引き続き議論
行政サービス
全般（総論）

インフラ全般
に展開

道路・橋を中心に持続可能なインフラマネジメント
方針を議論 （集約や更新、修繕などの条件整理 等）インフラ施設

農業分野

公共施設等

他の分野

公共施設のあり方
（県公共施設等総合管理方針
を改訂し、削減目標等を明記）

農業分野のあり方
（県農業職と市町村職員との
協働・働き方改革の試行）

土木インフラのあり方
（県内初の群マネの試行）

スモールスタートで

モデル的取組みを

試行しながら全体

のあり方に反映
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未来へつなぐ持続可能なインフラマネジメントの
あり方検討ワーキンググループ

検討会の進め方と令和８年度の取組み

取
組
み

あり方検討会

中間とりまとめの方向性に
沿って検討、取組みの実施

取
組
み

取
組
み

全体を通して

総務省の「持続可能な行政サー
ビスの提供に向けた広域連携モ
デル構築事業」なども活用



未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会
これまでの議論を踏まえた今後の進め方等
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【目的とアプローチ】
2060年に人口が60万人台となる中でも、ウェルビーイングな富山県であり続
ける。これに向け、県全体を俯瞰し、2060年を念頭に、分野・組織横断的に、
未来基準で10年後を見据えた取組み・検討を進めていく。その中でも特に「行
政サービスのあり方」については、中間的とりまとめを踏まえ、次の方向性を重視。

【取組み・検討の方向性】
全体に共通する視点（次頁）を常に念頭に置きながら、ソフト・ハード両面に
ついて以下の３つの柱に基づいて取組み・検討を進め、効率的かつ持続可能
な行政サービスの確立を目指す。
①できるところからモデル的に先行して取組みを実施
②得られた知見を他のエリアや分野へも段階的に展開
③施設のあり方についても並行して検討

【取組み・検討にあたって】
最終的には人口減少への最適化を目指しながら、サービスを受ける県民の
視点を常に意識する。また、国の制度見直しの動向も踏まえつつ、総論と各論
を重ねながら取組み・検討を深化させ、地域性に配慮し柔軟に対応していく。

全体を通して
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➢ データに基づく意思決定と優先順位付け

➢ AI・デジタル技術の活用と、人が担うべき分野・領域の人材育成・確保

➢ 資源の共有・集約化と、分野横断による機能強化（必要な機能は何か）

➢ サービス量にこだわらず、質を高める発想

➢ 単純に減らすのではなく、相応に、最適化する発想への転換

➢ 人口減少に適応し、また、時代に合った、⾧期・未来志向の投資を尊重

➢ 利用者、特に将来の利用者視点への転換（何を求めているのか）

➢ オール富山での全体最適と個別最適の両立（総論と各論を常に意識）

➢ つくって終わりではなく、将来の県民の実感までを、一体として考える

➢ 官だけでなく民も含め、県内（県民、事業者等）にもたらすメリットに配慮

➢ 夢や希望があるウェルビーイングな未来を、前向きに描く

➢ 実行体制を整え、「できるところから着手する」姿勢と柔軟な見直し

➢ 変化や事例を「見える化」しながら、県民及び行政側の当事者意識を醸成

未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会
検討会での議論の整理 （全体に共通する視点）

全体を通して


